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明石市チャレンジ・スタートアップ事業者支援補助金交付に係る事務取扱要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、明石市及び明石産品の認知度向上と市の産業の更なる振興を図

るため、新商品・新サービスの開発や販路開拓・拡大にチャレンジ・スタートアッ

プする事業者の取組に要する経費の一部を補助することにつき、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１

項に規定する中小企業者をいう。 

(２) 小規模企業者 中小企業信用保険法第２条第３項に規定する小規模企業者

をいう。 

(３) 個人事業主 市内で事業を営んでいる個人事業主をいう。 

(４) 創業予定者 第７条に規定する交付申請を行う時点において、次のいずれか

に該当する者をいう。 

ア 産業競争力強化法(平成２５年法律第９８号)で認定された創業支援事業等

計画に記載する特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明書の発行

を受けることができる者 

イ 日本政策金融公庫等金融機関の創業支援融資を受けたことが証明できる者 

 

（補助対象者） 

第３条 この要領による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者（以

下「補助対象者」という。）は、市内に本社・本店(主たる事業所)を有する次の各

号のいずれかに該当する者とする。 

(１) 中小企業者 

 (２) 小規模企業者 

 (３) 個人事業主 

(４) 創業予定者  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は補助対象者としな

い。 

(１) 明石市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第２号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という。） 

(２) 暴力団員と密接な関係を有する者 

(３) 前２号のいずれかに該当する者が役員等になっている法人 

(４) 明石市税を滞納している者 
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(５) その他この要領による補助金を交付することが公益上適当でないと市長が

認める者 

 

（対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 

(１) 新商品・新サービスを開発する取組 

(２) 販路を開拓・拡大する取組 

 

（対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、次に掲げ

る費用とする。ただし、補助対象者がこの要領による補助金以外の補助金（以下「他

の補助金」という。）の交付を受けている場合は、補助対象者が負担する費用の額

から他の補助金の額に相当する額を控除した額を対象経費とする。 

(１) 機器等購入費（新規購入、改造・改築等含む） 

(２) 広報・宣伝費 

(３) ウェブサイト関連費 

(４) 展示会等出展費 

(５) 旅費 

(６) 開発（原材料）費 

(７) 資料購入費 

(８) 賃借料 

(９) 委託費 

(10) その他市長が特に認める経費 

２ 前項に規定する費用に消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）が含

まれている場合は、当該消費税等を除外した費用を対象経費とする。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、対象経費の額に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未満

の数があるときは、これを切り捨てた額）又は５００，０００円のいずれか低い額

とする。 

 

 （交付申請及び交付決定） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書（様式第１号－１） 

(２) 収支予算書（様式第１号－２） 

(３) 第３条第２項第１号から第３号に規定する者に該当しない旨等の誓約書（様

式第 11 号） 

(４) その他市長が必要と認める書類 



3 

２ 市長は、交付申請があったときは、「明石市チャレンジ・スタートアップ事業者

支援補助金審査要領」に基づく審査をし、必要に応じて実地調査等を行い、補助金

の交付の可否及び交付額を決定（以下「交付決定」という。）し、その決定内容に

ついて、補助金交付決定通知書（様式第２号）又は補助金不交付決定通知書（様式

第３号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

３ 市長は、交付決定を行う場合において、補助金の交付の目的を達成するために必

要な条件を付すことができる。 

 

 （交付決定の内容変更） 

第８条 交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該交付決定を受

けた対象事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとする場合は、速

やかに補助金変更交付申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。た

だし、補助金の目的及び効果に影響を及ぼさない場合はこの限りでない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合、その内容を審査し、交付決定の内容

の変更を承認するときは補助金交付決定変更通知書（様式第５号）により、当該補

助事業者に通知するものとする。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止するときは、速やかに補助事業

中止（廃止）届出書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止した場合は補助金の交付を受けることが

できない。また、補助事業者が第１５条の規定により補助金の概算払を受けている

ときは、その補助金を返還しなければならない。 

 

 （補助事業の遂行管理及び状況報告） 

第１０条 補助事業者は、交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管理

者の注意をもって補助事業を行わなければならない。 

２ 市長は、必要に応じて補助事業者に補助事業の遂行状況の報告を求めることがで

きる。 

 

 （実績報告） 

第１１条 補助事業者は、事業年度の末日から起算して１０日以内に補助事業実績報

告書（様式第７号、７号‐１）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

(１) 収支決算書（様式第７号‐２） 

(２) 契約書、領収書その他の対象経費の支払を証する書類の写し 

(３) その他市長が必要と認める書類 

 

（完了検査） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告があったときは、当該報告の内容が交付決
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定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを検査しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定により検査した結果、交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合していると認めたときは、補助金額確定通知書（様式第８号）により当該補

助事業者に通知するものとする。このとき、検査した結果、不適合となる部分があ

るときはその理由を付して補助金額を減額することができる。 

３ 市長は、第１項の規定により検査した結果、交付決定の内容及びこれに付した条

件に適合しないと認めたときは、これに適合させるための措置をとるべきことを当

該補助事業者に対して命ずることができる。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１３条 補助事業者は、前条第２項の規定による通知を受けたときは、補助金請求

書（様式第９号）を市長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により、交付決定を受けたとき。 

(２) この要領の規定に違反したとき。 

(３) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(４) 天災その他特別な事情により補助事業の全部または一部を遂行することが

できなくなったとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、補助金交付決定取消通

知書（様式第 10 号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金が

交付されているときは、その取消しの日の翌日から起算して１５日以内の期限を定

めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の概算払） 

第１５条 市長は、第１３条の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、補助

金の全部又は一部について概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、概算払により補助金を受けようとするときは、補助金請求書（様

式第９号、９号‐１）を市長に提出しなければならない。 

 

（精算） 

第１６条 市長は、前条の規定による補助金の交付の後、第１１条の規定による報告

を受けたときは、第１２条の規定による検査により交付すべき補助金の額を確定し、

精算を行うものとする。 

２ 前項の精算の結果、確定した補助金の額が交付済の補助金の額を下回るときは、

その差額を返還させるものとする。 
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（帳簿の備付け） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、当該補助事業が完了した年

度の翌年度の初日から起算して、５年間保存しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用を増加した財産を、前条

に定める帳簿等の整理保管期間内に、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 市長は、前項の規定に違反して利益を得たと認められる者がある場合は、その者

に対し、当該利益相当額の返還を命ずることができる。 

 

（立入検査等） 

第１９条 市長は、補助事業の適正を期すため、必要があると認めるときは、第１０

条第２項に規定するほか、補助事業者から報告若しくは資料の提出を求め、関係者

に質問し、又は職員に実地調査を行わせることができる。 

 

（補則） 

第２０条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

 

附 則 

 

 この要領は、制定の日から施行する。 


